
 

 

宮城県監査委員告示第１４号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定により平成２０年度第２四

半期に実施した普通会計に係る定期監査の結果は次のとおりです。 

 

  平成２０年１０月３日 

 

                        宮城県監査委員 畠 山  和 純 

                        宮城県監査委員 袋      正 

                        宮城県監査委員  遊 佐 勘左衛門 

                        宮城県監査委員  谷地森  涼 子 

 

 

１ 監査実施機関及び監査実施年月日 

監査実施機関                               監査実施日 

○総務部 

 本庁 

  秘書課                            ８月 ７日 

  人事課（行政管理室を含む）                  ８月１９日 

  行政経営推進課                        ７月３１日 

  職員厚生課                          ８月 １日 

  私学文書課（県政情報公開室，県立大学室を含む）        ８月 １日 

  広報課                            ８月 ７日 

  財政課                            ７月２５日 

  税務課                            ７月３１日 

  市町村課（選挙管理委員会事務局を含む）            ８月１９日 

  管財課（財産利用推進室を含む）                ７月２５日 

  危機対策課                          ８月１１日 

  消防課                            ８月１２日 

 地方機関 

宮城大学                           ７月１５日 

  仙台南県税事務所（選挙管理委員会事務局仙台南地方支局を含む）  ７月１５日 

  塩釜県税事務所 （選挙管理委員会事務局塩釜地方支局を含む）  ７月１５日 



 

 

○企画部 

 本庁 

  企画総務課                          ８月 ８日 

  政策課（行政評価室を含む）                  ７月２４日 

  地域振興課                          ８月１２日 

  総合交通対策課                        ７月２４日 

  土地対策課                          ８月１２日 

  統計課                            ８月 ８日 

  情報政策課（情報産業振興室を含む）              ７月２４日 

  情報システム課                        ７月２４日 

○環境生活部                         

 本庁 

  環境生活総務課                        ８月 ７日 

  環境政策課                          ７月２４日 

  環境対策課（原子力安全対策室を含む）             ８月 ７日 

  自然保護課                          ７月２９日 

  食と暮らしの安全推進課                    ７月３１日 

  資源循環推進課                        ７月３１日 

  廃棄物対策課（竹の内産廃処分場対策室を含む）         ８月１１日 

  生活・文化課                         ８月１１日 

  男女共同参画推進課（ＮＰＯ活動促進室を含む）         ７月２９日 

  青少年課                           ７月２４日 

地方機関 

 保健環境センター                       ７月１０日 

 原子力センター                        ７月１０日 

○保健福祉部 

 本庁 

  保健福祉総務課                         ８月 ７日 

  地域福祉課                          ８月 ７日 



 

 

  社会福祉課                          ８月１１日 

  医療整備課                          ８月１２日 

  長寿社会政策課（介護保険室を含む）              ８月１２日 

  健康推進課（疾病・感染症対策室を含む）            ８月１１日 

  子ども家庭課（子育て支援室を含む）              ８月２０日 

  障害福祉課                          ８月２０日 

  薬務課                            ７月２５日 

  国保医療課                          ７月２５日 

 地方機関                                                 

中央地域子どもセンター                                    ７月１０日 

リハビリテーション支援センター                            ７月１０日 

精神保健福祉センター                                     ７月 ８日 

視覚障害者情報センター                    ７月 ７日 

拓桃医療療育センター                     ７月 ２日 

○経済商工観光部 

 本庁 

  経済商工観光総務課（富県宮城推進室を含む）          ８月２０日 

  新産業振興課                         ８月 ７日 

産業立地推進課（仙台北部工業団地整備室を含む）        ７月２５日         

  商工経営支援課                        ８月１２日 

  産業人材・雇用対策課                     ７月３０日 

  観光課                            ７月３０日 

  国際政策課                          ７月３０日 

  国際経済課                          ８月 ７日 

地方機関 

仙台地方振興事務所                                      ７月１７日 

 産業技術総合センター                     ７月 ９日 

  宮城障害者職業能力開発校                   ７月 ９日 

○農林水産部 



 

 

 本庁 

  農林水産総務課（農林水産政策室を含む）            ８月１９日 

  農林水産経営支援課                      ８月１２日 

  食産業振興課                         ７月３０日 

  農業振興課                          ８月１９日 

  農産園芸環境課                        ８月１１日 

  畜産課                            ７月３０日 

  農村振興課                          ８月１９日 

  農村整備課                          ８月１９日 

  林業振興課                          ８月 １日 

  森林整備課                          ８月 １日 

  水産業振興課 

（宮城海区漁業調整委員会事務局，内水面漁場管理委員会事務局を含む）  ７月３０日 

  水産業基盤整備課                       ７月３０日 

 地方機関                                                

仙台家畜保健衛生所                                      ７月１０日 

○土木部 

 本庁 

  土木総務課                          ８月２０日 

  事業管理課                          ７月３１日 

  用地課（収用委員会事務局を含む）               ８月 ８日 

  道路課                            ８月２０日 

  河川課                            ８月１９日 

  防災砂防課                          ９月 ２日 

  港湾課                            ７月３１日 

  空港臨空地域課                        ７月２９日 

  都市計画課                          ８月１９日 

  下水道課                           ７月２９日 

  建築宅地課（建築安全推進室を含む）              ７月２９日 



 

 

  住宅課                            ８月１１日 

  営繕課（設備室を含む）                    ７月２９日 

○出納局 

 本庁 

  会計課                            ８月 ８日 

  契約課                            ７月３０日 

  検査課                            ８月 ８日 

○議会事務局                           ８月 ８日 

○教育庁 

 本庁 

  総務課（教育企画室を含む）                  ８月２０日 

  福利課                            ７月３１日 

  教職員課                           ７月３１日 

  義務教育課（特別支援教育室を含む）              ８月２０日 

  高校教育課                          ７月２４日 

  施設整備課                          ８月２０日 

  スポーツ健康課                        ７月２９日 

  生涯学習課                          ７月２４日 

  文化財保護課                         ７月２９日 

 地方機関                             

教育研修センター                       ７月 ９日 

気仙沼高等学校                        ７月１１日 

古川黎明高等学校                       ７月 ８日 

泉高等学校                          ７月 ９日 

古川黎明中学校                        ７月  ８日 

○警察本部                        ８月２８日，２９日 

 地方機関 

仙台中央警察署                        ７月１７日 

仙台南警察署                         ７月１７日 



 

 

仙台北警察署                         ７月１５日 

  仙台東警察署                         ７月 ８日 

大和警察署                          ７月 ８日 

石巻警察署                          ７月 ９日 

気仙沼警察署                         ７月 ９日 

南三陸警察署                         ７月 ９日 

古川警察署                          ７月２２日 

遠田警察署                          ７月 ９日 

鳴子警察署                          ７月２２日 

○人事委員会事務局                        ８月１１日 

○監査委員事務局                         ８月 ８日 

○労働委員会事務局                        ８月１２日 

 

２ 監査結果 

平成１９年度の財務に関する事務の執行の事実が地方自治法第２条第１４項及び第１５項

の規定の趣旨に沿って行われているかについて，特に意を用いて行いました。 

その結果，公表すべき指摘事項は下記のとおりであり，その他の軽易な事項については関

係機関に注意をしました。 

なお，宮城県警察の監査については，犯罪捜査報償費の執行状況を重点として実施しまし

た。 

記 

（１）私学文書課 

私立学校運営費補助金において，交付条件等が守られていないものが認められたので，今

後再発しないよう対策を講じられたい。 

（内容） 

私立学校運営費補助金交付対象の古川学園高等学校（学校法人古川学園）において，必修 

科目の未履修の問題が発覚したことから，同校への同補助金の約１０％減額を行ったもの。 

・減額交付決定月日   平成２０年５月２０日  

・補助金減額額       ３１，８００，０００円 

 

（２）税務課 

県税において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。 



 

 

   （内容） 

   ・平成１９年度収入未済額 

     現年度分 ３，１８０，８２４，４８１円 

     過年度分 ４，３２０，５８６，１１３円 

     合  計 ７，５０１，４１０，５９４円 

・平成１８年度収入未済額 

     現年度分 １，９８４，２７１，８８１円 

     過年度分 ４，５２６，３１３，６６６円 

     合  計 ６，５１０，５８５，５４７円 

 （３）仙台南県税事務所 

   県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。  

  （内容） 

・平成１９年度収入未済額 

     現年度分   ２６９，８６０，８２４円 

     過年度分   ４６９，３７９，６９４円 

     合  計   ７３９，２４０，５１８円 

   ・平成１８年度収入未済額 

     現年度分   ２００，０８７，８２６円 

     過年度分   ４８４，９８１，９８３円 

       合  計   ６８５，０６９，８０９円 

（４）塩釜県税事務所 

   県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

   （内容） 

・平成１９年度収入未済額 

     現年度分       ２４０，４９３，４２０円 

     過年度分    ３４９，５４８，３３０円 

     合  計    ５９０，０４１，７５０円 

・平成１８年度収入未済額 

     現年度分    １４８，３７３，２０８円 

     過年度分    ３４０，０６３，５４５円 

       合  計    ４８８，４３６，７５３円 

（５）廃棄物対策課（竹の内産廃処分場対策室） 

  特別納付金（村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場の行政代執行に係る費用）において，

債務者に対して措置命令するとともに納付命令しているものの，納付されず，措置命令等取



 

 

消訴訟を提起されるという状況にあり，引き続き適切な債権管理を図られたい。 

（内容） 

・平成１９年度収入未済額 

現年度分  ８，８１２，０８２円 

過年度分 ８７，８１６，１６４円 

合  計 ９６，６２８，２４６円 

・平成１８年度収入未済額 

現年度分  ４，８４７，０６５円 

過年度分 ８２，９６９，０９９円 

合  計 ８７，８１６，１６４円 

（６）長寿社会政策課 

   介護福祉士等修学資金貸付金償還金において，前回監査での指摘事項を改善せず，履行

延期特約等申請の処理を長期間放置し，かつ，償還金の未調定額を累積させているので，

直ちに適正な事務処理を行うとともに，今後再発しないよう対策を講じられたい。 

（内容） 

     前回，１ケ月分の償還金７２，０００円は調定したが，１１ケ月分の償還金  

７９２，０００円が調定遺漏であったため指摘した。今回，７２，０００円は収納した

が，残り１，６５６，０００円は調定されず，かつ履行延期の処理がされていなかった

もの。 

・金額 １，６５６，０００円（平成１８年５月～平成２０年３月分） 

（７）子ども家庭課 

児童扶養手当給付費返還金において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を

図られたい。 

   （内容） 

   ・平成１９年度収入未済額 

     現年度分  ５，７５５，８６０円 

     過年度分 ７６，１９８，１８６円 

合  計 ８１，９５４，０４６円 

・平成１８年度収入未済額 

     現年度分   １，３８７，４４０円 

     過年度分  ７６，１４２，１５４円 

合  計  ７７，５２９，５９４円 

（８）子ども家庭課 

母子寡婦福祉資金貸付金償還金，児童保護費において，収入未済があったので，保健福

祉事務所，児童相談所に対する収納促進の指導徹底と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 



 

 

   ○母子寡婦福祉資金貸付金償還金 

・平成１９年度収入未済額 

       現年度分 １６，４０２，０７８円 

       過年度分 ４２，０６６，７７５円 

       合  計 ５８，４６８，８５３円 

・平成１８年度収入未済額 

       現年度分 １５，２３０，３０２円 

       過年度分 ３５，２３７，６２３円 

       合  計 ５０，４６７，９２５円 

○児童保護費 

・平成１９年度収入未済額 

       現年度分  ４，４６７，６１０円 

       過年度分  ９，５５９，９６９円 

       合  計 １４，０２７，５７９円 

・平成１８年度収入未済額 

       現年度分  ２，９７５，２１４円 

       過年度分  ９，８５８，１６０円 

       合  計 １２，８３３，３７４円 

（９）商工経営支援課 

小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金（高度化資金）において，収入未済を解消す

る努力はみられるが，なお収入未済があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図

られたい。 

     （内容） 

○小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金（高度化資金） 

・平成１９年度収入未済額 

       現年度分  ３，８７５，０００円 

       過年度分 ６５，９０９，８７８円 

      合  計 ６９，７８４，８７８円 

・平成１８年度収入未済額 

       現年度分 １７，９８８，９８４円 

       過年度分 ５４，５３９，８９４円 

      合  計 ７２，５２８，８７８円 

（１０）産業人材育成・雇用対策課 

   補助金等精算返還金及び同返還金に対する損害賠償金において，収入未済を解消する努力は 

みられるが，なお収入未済があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

（内容） 



 

 

○認定職業訓練事業費補助金等精算返還金 

・平成１９年度収入未済額 

       現年度分          ０円 

       過年度分 ２７，３１７，６７６円 

        合  計 ２７，３１７，６７６円 

・平成１８年度収入未済額 

       現年度分 １９，５４０，４５５円 

       過年度分  ９，３４８，２２６円 

        合  計 ２８，８８８，６８１円 

○認定職業訓練事業費補助金等精算返還金に対する損害賠償金 

・平成１９年度収入未済額 

       現年度分 １０９，８１９，０００円 

（役員８名への損害賠償額の合計で，実質的返還対象額は１５，３９８，０００円

である。） 

（１１）住宅課 

   県営住宅使用料及び県営住宅駐車場使用料において，収入未済があったので，収納促進

と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

○県営住宅使用料 

・平成１９年度収入未済額 

       現年度分  ５８，０２０，０６０円 

       過年度分 １４６，０３２，５８１円 

        合  計 ２０４，０５２，６４１円 

・平成１８年度収入未済額 

       現年度分  ５０，９４７，０６５円 

       過年度分 １４６，８２２，７８０円 

        合  計 １９７，７６９，８４５円 

○県営住宅駐車場使用料 

・平成１９年度収入未済額 

       現年度分   ５，１７５，５００円 

       過年度分   ５，８５４，１０８円 

        合  計  １１，０２９，６０８円 

・平成１８年度収入未済額 

       現年度分   ４，１９１，４０４円 

       過年度分   ５，４２６，４８５円 

        合  計   ９，６１７，８８９円 



 

 

（１２）スポーツ健康課 

    補助金において，年度内に額の確定が行われず，概算払いの精算が行われていないも

のが認められたので，今後再発しないよう対策を講じられたい。 

（内容） 

    宮城県自転車競技場運営管理費補助事業補助金において，３月３１日に同補助事業の

完了検査を行い，剰余金を県に返納させることにし，実績報告書も４月３０日に提出さ

れたが，年度内に補助金の額の確定，概算払いの精算が行われず，６月になってから処

理したもの。 

・件数           １件 

・返納額    ８４１，１６８円 

（１３）警察本部 

   放置違反金，その延滞金及び損害賠償金において，収入未済があったので，収納促進と適

切な債権管理を図られたい。 

（内容） 

○放置違反金 

・平成１９年度収入未済額 

       現年度分 ２６，３９５，０００円 

       過年度分 １１，５７８，２２６円 

合  計 ３７，９７３，２２６円 

・平成１８年度収入未済額 

       現年度分 １８，４２２，０００円 

       過年度分          ０円 

合  計 １８，４２２，０００円 

○放置違反金延滞金 

・平成１９年度収入未済額 

        現年度分    ２３９，０００円 

        過年度分     ３１，１００円 

合  計    ２７０，４００円 

・平成１８年度収入未済額 

         現年度分     ５０，９００円 

         過年度分          ０円 

合  計     ５０，９００円 

○損害賠償金 

・平成１９年度収入未済額 

        現年度分    ５７１，２００円 

        過年度分 １０，９８３，１５０円 



 

 

合  計 １１，５５４，３５０円 

・平成１８年度収入未済額 

        現年度分    ６２６，８００円 

        過年度分 １０，４７１，３５０円 

合  計 １１，０９８，１５０円 

 


